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福島原発事故に思う
危機・リスク管理のルーツは1920年代の悪性インフレ下のドイツで企業防衛のために経営管理のノウハウとして登場。その後、フランスのファヨルがリスクマネージメントを初めて経営学に導入。米国では1962年のキューバ危機に際し、Crisis Management(危機管理)の手法が導入された。更にスリーマイル原発事故、アラスカでの原油流出事故、スペースシャトル爆発事故、サンフランシスコ地震などでシステム的な危機管理の必要性が叫ばれ、FEMA(危機管理庁)を設立。国家的な危機管理体制が強化された。危機・危険管理の要諦は正確かつ的確な情報を収集し、それを迅速に分析、評価、活用することだ。Offensive Intelligence(攻撃的情報)も必要だが、危機管理にはDefensive Intelligence(防御的情報)を収集・活用することが肝要である。危機管理のためには、情報を通常の3倍以上を収集し、その情報を整理、分析、さらに組織化し、危機管理戦略を策定することだ。この観点から今回の福島原発事故を考察すると、官邸での情報収集と分析をだれが責任を持って行い、だれが戦略決定を行なっているのか不明だということだ。官邸、東電、原子力・安全保安院の発表もちぐはぐで、事故情報の説明もあいまいなことは問題である。一部原子炉内のモニターも作動せず、彼らが発表する数値は信頼できるのか。希望的観測、予測の危険はないか。危機管理に最も重要な情報が錯綜していて有効な対策が取れるわけがない。枝野官房長官発表をそのまま報道しているテレビ、新聞などのメデイアも右往左往し、独自の情報分析がない。さらに悪いことに地震・津波災害と原発事故の報道が錯綜していることだ。政府としては、災害対策と原発事故対策を分離し、それぞれに閣僚を配し、対策を講ずべきである。だが、それがなされていない。政府には米国のような一元化した「危機管理庁」もなく、菅首相をはじめ、枝野官房長、清水東電社長など関係者の危機意識もいまひとつ希薄で、確たる危機管理・対策がなされていないのではないか。要するに、危機管理においては最も重要な正確で的確な情報の収集、分析、活用、迅速な対応が十分になされていないようだ。米国、英国、ドイツ、フランスなど欧米諸国は今回の福島原発事故を当事者の日本以上に危険視し、自国民に事故現場から80キロメートル圏外への避難を勧告している。危機管理の要諦は、情報を活用し、最悪の事態を想定し、惨事が発生してからではなく、事前に危機を回避することだ。十分な情報もないまま希望的観測で危機対応をすべきではない。原発技師の故平井憲夫氏は早くから地震多発国・日本の原発の問題点を指摘し、BIS顧問の村田光平・元スイス大使同様、原発に反対であった。原発の危険性を早くから指摘してきた広瀬　隆氏は今回の事故はチェルノブイリ原発事故に匹敵する大惨事につながる可能性もあると警鐘を鳴らしている。BIS研究会で発表したこともある日本のインテリジェンス研究の第一人者の春名・名大客員教授は、福島原発を早急にコンクリートで閉鎖すべしと強調しておられる。かかる状況下、BIS会員各位におかれては、日ごろの情報研究の成果を活用され、危機対応策を各自真剣に考究されんことを切望する次第です。
